
議案乙第３３号

第１条　令和５年度鳥栖市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和５年度鳥栖市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり

　補正する。

　

（単位：千円）

第１款  下 水 道 事 業 収 益

  第２項   営 業 外 収 益営 業 外 収 益

（単位：千円）

第１款  下 水 道 事 業 費 用

  第１項 営 業 費 用

収                              入

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額

令和５年度  鳥栖市下水道事業会計補正予算（第２号）

1,211,522 9,565 1,221,087

計

2,725,045 9,565 2,734,610

2,214,057 11,006 2,225,063

支                              出

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

2,512,195 11,006 2,523,201
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第３条  予算第４条本文括弧書中「976,193千円」を「976,527千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（単位：千円）

第１款  資  本  的  支  出

  第１項   建 設 改 良 費

第４条  予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（単位：千円）

第５条  予算第１０条に定めた補助を受ける金額を次のように改める。

（単位：千円）

令和５年１２月１日　提出

鳥栖市長　　 向　門　慶　人

支                              出

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

2,153,829 334 2,154,163

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

859,412 334 859,746

他　会　計　補　助　金 425,148 9,565 434,713

　⑴　職　員　給　与　費 108,597 11,025 119,622

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

(21)



予  算  に  関  す  る  説  明  書
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既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業収益 2,725,045 9,565 2,734,610

２ 営 業 外 収 益 1,211,522 9,565 1,221,087

３ 425,148 9,565 434,713

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業費用 2,512,195 11,006 2,523,201

１ 営 業 費 用 2,214,057 11,006 2,225,063

２ 486,566 698 487,264

４ 32,009 4,521 36,530

５ 65,054 5,787 70,841

令 和 ５ 年 度   鳥 栖 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入 　   　 （単位：千円）

款 項 目 備　　考

款 項 目 備　　考

支　　　　　　　　　　　　　　　出  　 　 （単位：千円）

業 務 費

総 係 費

処 理 場 費

他 会 計 補 助 金
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既決予定額 補正予定額 計

１ 資 本 的 支 出 2,153,829 334 2,154,163

１ 建 設 改 良 費 859,412 334 859,746

１ 854,864 334 855,198

資　本　的　支　出

款 項 目 備　　考

支　　　　　　　　　　　　　　　出  　 　 （単位：千円）

施 設 建 設 費
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（単位：円）

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 189,433,182

減価償却費 1,428,916,000

資産減耗費 61,905,000

退職給付引当金の増加額 5,188,000

賞与引当金の増加額 1,436,000

長期前受金戻入額 △ 734,499,000

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息 241,803,000

有形固定資産売却益 △ 1,000

未収金の減少額 182,832,419

未払金の減少額 △ 273,639,669

前受金の減少額 △ 15,000

小計 1,103,357,932

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 241,803,000

861,555,932

令和５年度　鳥栖市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
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　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 786,642,000

有形固定資産の売却による収入 2,000

国庫補助金等による収入 330,859,091

分担金及び負担金による収入 6,661,056

△ 449,119,853

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 805,700,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,294,415,841

一般会計からの出資による収入 1,537,000

リース債務の返済による支出 △ 395,964

△ 487,574,805

　　　資金減少額 △ 75,138,726

　　　資金期首残高 136,882,431

　　　資金期末残高 61,743,705

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
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１．総括 (単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬 手 当

0 16 0 43,722 19,720

0 16 0 39,741 17,529

0 0 0 3,981 2,191

(単位：千円）

区　分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 住居手当

補正後 1,398 572 23,651 1,278

補正前 918 590 20,206 2,106

比　較 480 △ 18 3,445 △ 828

給　与　費　明　細　書

区   　分
職　員　数 給　　　　与　　　　費

法　定
福利費

合　計
給 料 計

補　正　後 56,180 99,902 119,622

補　正　前 51,327 91,068 108,597

比　　　較 4,853 8,834 11,025

手当の内訳

時間外勤務手当 通勤手当 退職給付費

10,702 933 5,188

10,702 668 4,551

0 265 637
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２．給料及び手当の増減額の明細
増減額
（千円）

　給与改定の状況
　　給料の改定率 1.67%
　　実施時期

1,132 千円
246 千円

   期末勤勉手当
　 退職給付費●

区　　　分
増減事由別内訳

（千円）
説　　明
（千円）

備　　　　考

給　　　料 4,853

給与改定に伴う増減分 922

その他の増減分 3,931
異動に伴う増減分

3,931

令和5年4月1日

異動に伴う増減分
4,123

その他の調整額
△ 1,520

手　　　当 3,981

制度改正に伴う増減分 1,378

その他の増減分 2,603

(28)



３．給料及び手当の状況

  ⑴　職員１人当たりの給与

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

  ⑵　初任給

(円）

高  　 校　   卒

大   　学　   卒

区　　　　　　　　　　分 企 業 職 給 料 表

令和5年10月1日現在

293,450

370,966

39歳 0月

166,700 166,700

196,900 196,900

令和5年1月1日現在

264,613

342,654

34歳 6月

区　   　   　分 企 業 職 （円）
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職
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　⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分 7級 6級 5級 4級 3級 1級

次長 係長

課長 主査

計 16 100.0

2級

企業職 局長 課長補佐 主任 主事 主事

2級 7 43.7

1級 5 31.3

4級 3 18.8

3級 0 0.0
令和5年1月1日現在

7級 0 0.0

6級 1 6.2

5級 0 0.0

1級 2 12.5

計 16 100.0

3級 2 12.5

2級 6 37.5

1 6.2

5級 0 0.0

4級 5 31.3

区　　　　　　　分
　企   　業   　職　

級 職員数（人） 構成比（％）

令和5年10月1日現在

7級 0 0.0

6級
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　⑷　期末手当・勤勉手当

支　給　率　計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

本 年 度 2.20 2.30 4.50

一般会計の制度 2.20 2.30 4.50

　⑸　定年退職及び勧奨退職に係る職員手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算

（月分） （月分） （月分） （月分） 措 置 等

定年前早期

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退職特例措置

2～20％加算

一般会計の制度

（ 支 給 率 等 ）
同　上

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有

有

区　　　　分

同　上 同　上 同　上 同　上
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　⑹　その他の手当

住 居 手 当 同　　　　　一

通 勤 手 当 同　　　　　一

区 分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同

扶 養 手 当 同　　　　　一

管 理 職 手 当 同　　　　　一
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円 円 円 円

１

(1)

イ 746,505,245

ロ 1,546,651,966

△ 505,121,957 1,041,530,009

ハ 50,521,548,828

△ 16,526,190,138 33,995,358,690

ニ 7,134,825,818

△ 4,094,359,338 3,040,466,480

ホ 15,844,008

△ 7,610,185 8,233,823

ヘ 2,321,798

△ 677,348 1,644,450

ト 1,888,884,897

40,722,623,594

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

令和５年度　鳥栖市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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(2)

イ 4,701,144

ロ 216,000

4,917,144

40,727,540,738

２

(1) 61,743,705

(2) 154,358,229

△ 2,171,000 152,187,229

(3) 107,930,000

321,860,934

41,049,401,672

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

地 上 権

前 払 金
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円 円 円 円

３

(1)

イ 16,511,144,722

16,511,144,722

(2) 1,241,794

(3)

イ 64,737,704

ロ 1,670,644

66,408,348

16,578,794,864

４

(1)

イ 1,299,422,994

1,299,422,994

(2) 476,838

(3) 85,569,441

(4) 57,355,000

(5)

イ 9,220,000

9,220,000

(6) 48,470,000

1,500,514,273

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計

長 期 リ ー ス 債 務

引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

企 業 債

修 繕 引 当 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

負　債　の　部

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

前 受 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

(35)



５

(1)

イ 3,505,615,124

△ 938,051,006 2,567,564,118

ロ 412,513,334

△ 72,377,818 340,135,516

ハ 20,049,497,089

△ 7,213,753,681 12,835,743,408

ニ 3,821,350,833

△ 1,249,358,722 2,571,992,111

ホ 2,287,672,272

△ 788,671,221 1,499,001,051

19,814,436,204

19,814,436,204

37,893,745,341

繰 延 収 益

負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

長期前受金収益化累計額

補 助 金 等

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

長期前受金収益化累計額

そ の 他 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金 合 計

受 益 者 負 担 金 等
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円 円 円 円

６ 2,216,652,184

７

(1)

イ 25,650

ロ 520,621,566

ハ 2,094,762

522,741,978

(2)

イ 416,262,169

416,262,169

939,004,147

3,155,656,331

41,049,401,672

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金 等

受 益 者 負 担 金 等

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金

資　本　の　部
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

 １ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 15～50年

構築物 30～50年

機械及び装置 10～20年

工具、器具及び備品 5～8年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

地上権 5年

(3) リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

 ２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

  いる。

(3) 未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ295,698円である。
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Ⅲ 予定貸借対照表関連

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要する資金のうち、一般会計が負担すると

見込まれる額は415,627,000円である。

  ２ 引当金の取崩し

　令和5年6月において、期末手当及び勤勉手当並びにこれらに伴う法定福利費12,922,503円を支給することとなったため、

賞与引当金7,784,000円を取り崩した。
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